
  

第６章 統合的マネジメントシステムの構築 

 

１ 統合的マネジメントシステムのイメージ 

国土交通省では，平成15年に道路構造物の今後の管理・更新等のあり方に関する検討委員会を設置

しており，道路構造物の維持管理に関して鋭意検討を行ってきた．検討委員会では，総合的なマネジ

メントシステムの提言がなされており，その基本フレームを図６－１に示す．  

図６－１ 総合的なマネジメントシステムのイメージ 

 

これまで，国土交通省港湾局では，港湾海岸施設について平成15年度までに基礎的情報（位置，天

端高，整備年度等）を収納したデータベースを構築し，基礎的データを既に保有しており，図６－２

のようにGISの利用イメージが示されている．  

海岸保全施設のうち、高潮・高波施設については，2005年8月のハリケーンカトリーナによる被害等

に鑑み，海岸関係省庁等により緊急点検等が進められている．しかしながら，そこで得られたデータ

を関係者が広く共有するデータベースの構築，データの更新方法等は整理されていないのが現状であ

る．この貴重なデータを有効に活用し，各種施設で統合的に利用できる施設・リスクマネジメントの

ツールを構築することは，より総合的で効率的な施策を検討する上で不可欠である．つまり，高潮・

高波施設の現状・施設の保全・維持管理状況等を統一的にかつ標準的な手法により把握し，情報を国・

自治体等の関係者間で共有し，各種の都市インフラ等関連する施設管理者間等で整合のとれた施設マ

ネジメントのためのデータベースシステムを構築する必要がある． 
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図６－２ ＧＩＳの利用イメージ 

 

本システムは，海岸保全施設の統合的データベースを構築し，関係者の情報共有化によりBCP等のリ

スクマネジメントおよび資産管理としてのアセットマネジメントへの活用を可能にするためのもので

ある．施設自体の老朽度等に関する情報と，背後地域のリスク・脆弱性評価，他インフラが発揮する

防災機能などの情報を統合して，施設の効果的・効率的な整備につなげていくための統合的マネジメ

ントシステムの構築を目指すものである．  

統合的マネジメントシステムの検討フローを図６－３に示す．本検討では，モデル港湾地区におい

て，施設の年数を示す老朽度，外力に対する構造耐力，点検結果を明確化する劣化度，それらを総合

した危険度評価及び背後地区の脆弱性評価を行い，GISを利用した統合的システムの試作を行った． 

なお，統合的マネジメントシステムの構築にあたっては，想定外力として高潮・高波を想定してい

るため，以下本章では高潮・高波対策施設という言葉を用いるが，システムについては当然のことな

がら，津波対策にも活用可能である． 
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図６－３ 統合的なマネジメントシステムの検討フロー 

 

 

津波・高潮シミュレーション

（波力、流速、漂流物衝突、
浸水エリア、浸水深、etc）

背後地区の脆弱性評価

施設の構造耐
力データ

施設の危険度評価

施設の劣化
度データ

施設の老朽
度データ

海岸保全施設
データベース

沿岸域における各種施設
の減災効果

低頻度メガリスク型沿岸
域災害のシナリオ想定

港湾関連施設、道路・鉄道、公共ライ
フライン、人工地盤、建築物、遊歩道、

森林、植栽、砂浜、etc

他インフラの
データベース

■統合的マネジメントシステム
　統合的データベースを構築し、情報共有化によ
りリスクマネジメント・アセットマネジメントへの活
用が可能になる。

住民の防災意識の向上

長寿命化策定プラン
施設更新・グレードアップ計画

沿岸域災害リスク
他インフラ管理者への

情報提供
ハザードマップ作成

津波・高潮避難対策支援・物資輸送計画への影響把握
・企業生産計画への影響把握

BCPへの活用

・管理を重点的に行う施設
　の抽出
・維持管理予算の有効活用
・LCM計画策定
・防護計画の見直し

維持管理への活用

道路・鉄道等輸
送ルートの寸断

電力供給停止

・港湾・海岸管理の台帳
・被災記録データ
・維持管理データ
・老朽化点検データ
・耐震診断調査結果
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２ 各種データの現状把握手法 

（１）高潮・高波対策施設の老朽度の現状把握手法  

高潮・高波対策施設の老朽度の現状把握は，施設の管理者が保有・管理しているデータベースや台

帳等の情報から，施設の整備年度による老朽度を表６－１に示す４段階に分類する．耐用年数は一般

の堤防のコンクリート構造物を応用したものである． 維持補修および更新記録は適宜データベース等

に反映されるものとする．  

表６－１ 施設の老朽度の分類案 

老朽度の

分類 

状 態 

Aa T 以上 

Ab 1/2×T～T未満 

Ac 1/3×T～1/2×T未満 

Ad ～1/3×T 未満 

T：設計耐用年数 

 

（２）高潮・高波対策施設の構造耐力の現状把握手法  

高潮・高波対策施設の構造耐力の現状把握は，高波・高潮に対して，背後地に浸水被害が生じるか

否かを評価することを目的として，以下の事項を確認する．  

①� 地震による沈下によって，施設が高波・高潮高に対して高さ不足とならないか．  

②� 地震による側方移動によって，施設の目地に目違いが生じないか．  

③ 波力や漂流物荷重によって，施設が破壊しないか．  

 

前述①と②は，地震による液状化に伴う防潮堤の変形（鉛直・水平）に起因すると考えられるため，

１次元FLIPあるいは２次元FLIPにより，防潮堤の変形量を予測し，２次被害の可能性を変形量の大小

により照査することが妥当であると考えられる． 

海に面した防潮堤などのように堤内外で地盤に高低差がある場合や，大規模で重心が偏心した防潮

堤などは前述①，②の双方による被害が想定される事から，２次元FLIPにより鉛直・水平方向の変形

量を照査する．これは堤防の適用例を応用したものである．  

一方，陸域の胸壁タイプの防潮堤などは，主に①による被害が想定されることより，１次元FLIPに

よる排水沈下量の照査で十分であると考えられる．  

防潮堤等の延長が長い施設は，第一ステップとして，「チャート式耐震診断システム」（国土交通

省近畿地方整備局）により，地震の揺れや液状化による構造物の沈下を概略的に算出し，沈下後の防

潮堤天端高さと津波高さを比較することにより，点検・評価を行うことができる．この結果，防潮堤

天端高さが不足している箇所については，更に１次元及び２次元有効応力解析（FLIP）により詳細な

沈下量の計算を行い，防潮堤天端高さが津波高以上確保できているか確認し，高潮・高波高に応用す

る．  

１次元 FLIP および２次元 FLIP に基づく耐震性・耐津波性の照査方法を図６－４に示す． 
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 チャート式耐震診断 

耐震性・耐津波

性の評価 

【防潮堤の余裕高の照査】 

 沈下後の防潮堤天端高＞＝高潮高（津波高） 

  （沈下量＝①残留鉛直変位＋②排水沈下量＋③地殻沈下量） 

 

 １次元 FLIP ２次元 FLIP 

詳細点検により精査

する項目 

 ②’排水沈下量（Sd） 

↓ 

 Sd=液状化層厚 H×3% 

 H=過剰間隙水圧比＞＝95%の層厚 

①’残留鉛直変位 

②’排水沈下量 Sd（同左）

④ 残留水平変位 

 【防潮堤の余裕高の照査】 

 沈下後の防潮堤天端高＞＝津波高 

  （沈下量＝①＋②’＋③） 

耐震性・耐津波性の

評価 

 【目違いによる止水性の照

査】 

④残留水平変位＜防潮堤壁

厚 

（津波高のレベルで照査）

 

図６－４ １次元 FLIP および２次元 FLIP に基づく耐震性・耐津波性の照査方法 

 

また，高潮堤防の堤体（主に波返工等上部工）の構造耐力については，国土技術政策総合研究所が

作成した「高潮堤防評価プログラム」を使用し，波力に対して堤防が破壊されるか否かを判定する．  

以上の耐震および耐津波点検診断等の評価結果より，津波高を高潮･高波高に応用した構造耐力の現

状を表６－２に示す判定基準に分類する． 

表６－２ 構造耐力診断結果の分類案 

構造耐力判定 状 態 

Ba 天端高＜高潮・高波高 or  

壁厚（高潮・高波水位）＜残留水平変位 or 

施設の保有耐力＜波力 or漂流物荷重 

Bb － 

Bc － 

Bd 天端高＞＝高潮・高波高 or  

壁厚（高潮・高波水位）＞＝残留水平変位 or 

施設の保有耐力＞＝波力 or漂流物荷重 
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（３）高潮・高波対策施設の劣化度の現状把握手法  

高潮・高波対策施設の劣化度の現状把握手法は，「ライフサイクルマネジメントのための海岸保全

施設維持管理マニュアル（案） 平成20年2月 農林水産省，国土交通省河川局，国土交通省港湾局」に

準拠するものとし，施設の変状の有無やその程度を把握する点検を行い，劣化度評価を実施する．  

各部位における現地調査結果と変状ランクの判定結果を総合的に評価し，各施設の劣化度判定を行

う．変状の程度と量により劣化度を表６－３ａ～ｃに示す４段階に分類する．上記評価基準は当面の

目安であり，今後の知見や点検データの蓄積を踏まえ適宜見直しを図る必要がある．  

 

表６－３ａ 波返工（および胸壁の堤体工）に対する評価 
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表６－３ｂ 天端被覆工に対する評価 
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表６－３ｃ 劣化度の評価案 

劣化度判定 状 態 

施設の主要部に大きな変状が発生しており、施設の性能低下が生じている。 
Da 

（要対策） 
変状現象が１つでもａランクと評価された場合。 

（但し、鉄筋の腐食およびコンクリートの劣化は除く） 

施設の主要部に変状が発生しており、施設の性能低下や変状連鎖の進行が懸念さ

れる。 
Db 

（重点監視） 
８割程度の変状現象がｂランクである場合。 

もしくは、鉄筋の腐食またはコンクリートの劣化にａランクの変状が生じている

場合。 

施設の主要部以外の部分や附帯施設に変状が発生しているが、施設の性能低下に

は至っていない。 
Dc 

（重点点検） 
Da、Db、Dd以外と評価される場合 

軽微な変状が発生しているが、施設の性能低下には当面至らない。 Dd 

（問題なし） 全ての点検位置の変状現象がｄランクと評価された場合。 
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３ 高潮・高波対策施設の危険度評価手法  

高潮・高波対策施設の危険度評価は，各施設の要求性能グレードにより定められた許容被害レベル

に対して，劣化度および構造耐力より求まる想定被害レベルを比較することで評価することができる．

危険度評価の流れを図６－５に示す． 

（１） 許容被害レベルの設定  

許容被害レベルは，各施設の重要度，地盤型，外水位および要求性能グレードにより設定する．そ

れぞれの関係を表６－４に示す．表中のｂ～ｄが許容被害レベルであり，以下では Pa，Pb，Pc，Pd（－

は Pa）と表す 

 

 

施設の重要度 地理的要因

要求性能グレードの
設定　（S～C）

許容被害レベル
（Pa～Pd）

劣化度（Da～Dd) 構造耐力（Ba～Bd)

想定被害レベル
（Ea～Ed)

危険度評価
Pa-d≧Ea-d ： OK（安全）
Pa-d＜Ea-d ： NG（危険）

 

E 
  

 a b c d 

a OK OK OK OK 

b NG OK OK OK 

c NG NG OK OK 
P 

d NG NG NG OK 

 

図６－５ 危険度評価フロー図 

 

 

 

地形的形要因 
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表６－４ 許容被災レベル 

ここで、 

＜施設の重要度＞ 

  重要度が高い：人口が集中、資産が集積、重要施設がある地区で、地震・津波・高潮により多大な人命・財産の喪

失及び災害復旧に重要な役割を果たす地域 

重要度が低い：上記以外の地域 

＜地形的要因の区分＞ 

 低地盤高：背後地盤高が H.W.L より低い地盤高区域 

 中地盤高：背後地盤高が H.W.L 以上で津波高より低い地盤高区域 

 高地盤高：背後地盤高が津波高より高い地盤高区域 

＜性能グレード＞ 

 S ：高潮・高波災害に対して被害程度ａ、直下型地震動に対して被害程度ｂにとどまる 

 A ：高潮・高波災害に対して被害程度ａ、直下型地震動に対して被害程度ｄにとどまる 

 B ：高潮・高波災害に対して被害程度ｂ、直下型地震動に対して被害程度ｄにとどまる 

 C ：高潮・高波災害に対して被害程度ｃ、直下型地震動に対して被害程度ｄにとどまる 

＜施設の許容被害程度＞ 

 ａ ：（安全性）崩壊の可能性があるが二次被害を受けない（直下型地震動については、高潮時までに時間がある

ため、応急対策可能） 

 ｂ ：（安全性）著しい被害を受けるが崩壊はしない 

 ｃ ：（補修性）短期間の応急復旧で機能回復 

 ｄ ：（使用性）軽微な被害（機能回復） 

 

東海地震

東南海・南海

地震

室戸台風級 波力 漂流物

＜ HWL

＜ 波高

＞ HWL

＜ 波高

＞ HWL

＞ 波高

＜ HWL

＜ 波高

＞ HWL

＜ 波高

＞ HWL

＞ 波高

c

高 b b -

c

c c

重要度

C

許容被害レベル

グレード外水位

c c

高

B

中

d d

低

低 c

c

b

c

d d d

地盤高

d

d d

c c

低

中

高

S

A

c
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（２） 想定被害レベルの算出  

各施設における想定被害レベルは，構造耐力（Ba，Bd）に劣化度（Da～Dd）を考慮して表-5 に示す

ように設定する． 

老朽度に関しては，変状発生との関連性が低いため，参考値として扱い，想定被害レベルの算出に

は直接には考慮しないものとする． 

 

表６－５ 想定被害程度の算出 

構造耐力 劣化度 想定被害レベル 

Da 

Db 

Dc 
Ba 

Dd 

Ea 

Da Eb 

Db Ec 

Dc 
Bd 

Dd 
Ed 

 

（３） 危険度評価  

各施設の想定外力に対する想定被害レベル（Ea～Ed）と許容被害レベル（Pa～Pd）を比較し，それ

ぞれの危険度評価を行う． 

 

表６－６ 危険度評価の実施例 

施設名 性能ｸﾞﾚｰﾄﾞ 想定外力 老朽度
構造

耐力
劣化度

想定被害

レベル 

許容被害

レベル 

危険度

評価 

地震 Bd Ed Pd OK 

台風 Ba Ea Pd NG 

波力 Bd Ed Pd OK 
△△防潮堤 Ｓ 

漂流物 

Ab 

Bd 

Dc 

Ed Pd OK 

地震 Bd Ed Pd OK 

台風 Bd Ed Pd OK 

波力 Bd Ed Pd OK 
○○護岸 A 

漂流物 

Aa 

Bd 

Dd 

Ed Pd OK 

地震 Ba Ea Pc NG 

台風 Ba Ea Pc NG 

波力 Bd Ec Pc OK 
○○水門 Ｂ 

漂流物 

Ac 

Bd 

Db 

Ec Pc OK 
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４ 背後地区の脆弱性評価手法  

海岸保全施設背後地区の港湾施設以外の公共インフラ（道路，鉄道，電力，通信，ガス，下水道，

排水機場）には，想定を超える巨大高潮等による浸水や漂流物の流入により施設や機器等に直接的な

被害が発生する．これらの被害は，インフラの機能低下をもたらし，利用者への影響波及を通じて臨

海部における立地企業の営業損失や生活利便性の低下を引き起こす．最終的には，地域経済の落ち込

みをもたらし，悪循環が加わり，臨海部に経済機能が極度に集積している我が国では，甚大な被害に

拡大することとともに地域全体の社会・経済活動の復旧・復興に影響を及ぼす．このためには，これ

らの都市インフラにおける現在の災害対策では想定していない形で被害が発生することをも想定し，

浸水に対する脆弱性を評価する手法が必要である．  

背後地区インフラの高潮・高波に対する脆弱性について，想定される被害とその影響，評価指標案

を表６－７に示す． 

 

表６－７ 背後地区インフラの脆弱性指標案 

 

インフラ 想定される被害 影響程度 脆弱性指標（案） 備　　考

電力

・露出充電部水没による絶縁破壊
・制御装置水没による機能喪失
・電柱等の倒壊、流失
・排水口からの逆流による浸水
・漂流物による受入桟橋の被災

・停電
停電戸数×復旧時間

阪神・淡路大震災時での復旧
時間： 約１週間

ガス
・電気装置水没による機能喪失
・家屋浸水2m以上で供給停止
・漂流物によるLNG受入桟橋の被災

・ガス供給停止 影響範囲×復旧時間 LNG備蓄量：約１ヶ月稼動分

排水機場
・排水機場の浸水被害
・電気装置水没による機能喪失
・老朽建造物の倒壊

・浸水被害増大 影響範囲×復旧時間 建物の耐震化が課題

下水道
・建屋の浸水被害
・電気装置水没による機能喪失
・ポンプ所停止による汚泥の管内堆積

・使用不能 影響範囲×復旧時間 復旧見込み：半年～年単位

道路
・道路冠水
・車線流失

・不通による迂回
迂回距離×台数
または
迂回距離×貨物量

鉄道
・線路冠水
・線路流失

・不通による迂回
迂回距離×輸送乗客数
または
迂回距離×貨物量

地下鉄
・出入口、換気口及びトンネル坑口か
らの浸水

・不通による迂回 迂回距離×輸送乗客数
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５ 統合的マネジメントシステムの試作  

(1) システムの可視化  

今回試作した統合的マネジメントシステムのトップ画面のイメージおよび操作画面イメージを図６

－６～７に示す． 

 

 

図６－６ 統合的マネジメントシステムのトップ画面イメージ 

 

 

図６－７ A港湾地区の操作画面イメージ 
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システムの作成では，以下の項目について，GISを活用し，現状把握・評価の成果例の可視化の試行

を行った．  

① 高潮・高波対策施設の老朽度の現状把握  

② 高潮・高波対策施設の構造耐力の現状把握  

③ 高潮・高波対策施設の劣化度の現状把握  

④ 高潮・高波現象に対する危険度評価  

⑤ 背後地区の脆弱性評価  

高波・高潮対策施設の老朽度，構造耐力，劣化度および危険度の現状把握状況における GIS 表示例

を図６－８～１１に示す． 

 

図６－８ 高波・高潮対策施設の老朽度の表示例 

 

図６－９ 高波・高潮対策施設の構造耐力評価結果の表示例 

Ｂa 

Ｂd 

無

有
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図６－１０ 高波・高潮対策施設の劣化度評価結果の表示例 

 

図６－１１ 危険度評価結果の表示例 

 

 

高潮・高波時における背後地区の脆弱性評価のうち，インフラの想定被害状況の GIS 表示例を図６

－１２～１４に示す．また，統合的マネジメントシステムを活用して，避難情報に活用するイメージ

を図６－１５に示す． 

こうした施設の老朽度や背後地の脆弱性に関する一元的に整理された情報を活用して，施設の老朽

度や，背後地の脆弱性を考慮した高潮・高波対策施設の維持管理手法の実施や，維持管理予算を重点

的に投資する施設の絞込みにつなげ，維持管理を効果的･効率的に行うことが少なからず可能になるも

のと考えられるところである．   
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図６－１２ 電力における想定被害状況の表示例 

 

 

 

図６－１３ 地下鉄における想定被害状況の表示例 
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図６－１４ 道路における想定被害状況の表示例 

 

 

 

図６－１５ 避難情報への活用イメージ 

 

６ 本章における結論  

今後，高潮・高波対策施設の維持管理が効果的・効率的に実施されるためには，本システムの内容

となる施設の点検データ蓄積が重要である．高潮・高波対策施設の維持管理は，現在検討が進められ

ているところである．本研究の成果が，関係者が適切な維持管理について意識を深めていく材料にな

れば幸いである． 
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